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日本ショッピングセンター協会 第52回定期総会
開催報告

一般社団法人日本ショッピングセンター協会（会長：清野 智）は2024年5月30日（木）、東京都千代田区のホ

テルニューオータニにて「第52回定期総会」を開催し、2023年度事業報告、2024年度事業計画などについ

て審議いたしました。

定期総会後には、「２０２3年度ＳＣ学校通信教育講座 学校長賞」の表彰式および懇親パーティーを開催いたし

ました。開催結果につきまして、以下のとおりご報告いたします。 

記

１．202４年度協会基本方針（抜粋）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、長らく停滞を続けていた社会経済活動は、2023年5月に新型

コロナウイルスが5類感染症に移行したことに伴い、人々の動きが活発になり街に活気が戻ってきた。ショッピ

ングセンター（以下、ＳＣ）も、来館者数は回復傾向にあり、ＳＣ年間売上高は2019年比96%とコロナ禍前の状

況に戻りつつある。

しかしながら、ＳＣ業界は少子高齢化による人口減少の加速と人手不足の深刻化、コロナ禍を経て急速に変化

した消費者の価値観や生活様式への対応、多発する災害や環境問題、SDGs等の社会的ニーズへの対応など、

将来に向けて大きな岐路に立っている。

これらの課題認識のもと、2024中期運営計画の初年度にあたる2024年度は、「人材育成」「研鑽・交流」「情

報収集・発信」を柱とする各事業を時代背景に合わせて強化し、会員が有する諸課題の解決に取り組むととも

に、ＳＣ業界の発展に努める。 

主な取り組みは以下、4項目である。

（１）人手不足対策

①「ＥＳ宣言・行動指針」に基づく取り組みの推進 

②業務効率化に資するテクノロジーの活用推進 

③ＳＣテナントスタッフのステータス向上

（２）次代のＳＣ運営

①変化の激しい時代のＳＣ運営をリードする人材の育成

②ＳＣの将来に関する研究

③ＳＣビジネスフェアの価値向上

（３）社会・地域への貢献

①支部活動のさらなる強化

②地域貢献や社会的な取り組みの対外的な発信

③カーボンニュートラル達成に向けた業界目標の策定

④災害対応・地域貢献の強化

（４）国等に対する税制・政策の改正要望

※お手数をおかけ致しますが、掲載紙・誌をお送り
    くださいますようお願い申し上げます。
掲載部分をFAX等でお送りいただいても結構です。

広報担当：浅田、髙橋、村松
TEL 03-5615-8524 FAX 03-5615-8539

Mail pr@jcsc.or.jp



SC開発講座 寺西 信一 南海電気鉄道㈱

SC管理運営講座 山田 麻美 ㈱東急モールズデベロップメント

３．２０２３年度ＳＣ学校通信教育講座学校長賞

【参考】 SC学校通信教育講座について
SC学校通信教育講座は、「SC管理運営講座」（1975年開講）、「SC開発講座」（1984年開講）の
２種類があり、ＳＣ業務歴１～５年目の方を対象として、SCの管理運営および開発の基本を理解し、
体系的に学べるプログラムとなっています。毎年、各講座の修了者の中から最優秀者を選出し、
「SC学校長賞」として表彰しています。
詳しくはこちら https://www.jcsc.or.jp/sc_education/tsushinedcation

（敬称略）２．正副会長および専務理事／理事の選任

（１）正副会長および専務理事

（２）理事の選任（新任11名）

役職 氏名 企業名等

会長 清野 智 東日本旅客鉃道㈱ 顧問

副会長 大野 惠司【新任】 イオンモール㈱ 代表取締役社長

副会長 大林 修 三井不動産商業マネジメント㈱ 代表取締役社長

副会長 佐野 公哉 片倉工業㈱ 相談役

副会長 福田 三千男 ㈱アダストリア 代表取締役会長

副会長 椋本 充士 ㈱グルメ杵屋 代表執行役社長

専務理事 椿  浩

会員種別 氏名 企業名等

第一種正会員 髙橋 弘行 ㈱アトレ 代表取締役社長

第一種正会員 大野 惠司 イオンモール㈱ 代表取締役社長

第一種正会員 左藤 誠 ㈱相鉄ビルマネジメント 代表取締役社長

第一種正会員 山川 貴史 東急㈱ 執行役員 生活サービス事業部長

第一種正会員 石川 たかね
西日本鉄道㈱ 執行役員 都市開発事業本部担当
都市開発事業本部長

第一種正会員 北野 研 阪急阪神ビルマネジメント㈱ 代表取締役社長

第一種正会員 菰田 正信 三井不動産㈱ 代表取締役会長

第一種正会員 藤岡 雄二 三菱地所㈱ 代表執行役執行役専務

第二種正会員 後藤 勝基 ㈱成城石井 代表取締役社長

第二種正会員 尾関 修司 ㈱ワールド グループ執行役員

学識経験者 伊藤 貴宣

以上

一般社団法人日本ショッピングセンター協会とは
日本ショッピングセンター協会は1973年4月、わが国のショッピングセンター（SC）の発展を通じて消費者の豊かな生活づくりと地域社会の振
興に貢献することを目的に設立された。その後1975年4月に、社団法人として通商産業省（現経済産業省）から許可を受けた。2012年4月1日、
内閣府から認可を受け共益的活動を中心として行う一般社団法人に移行した。会員数：914社（2024年6月1日時点）。

【役員名簿】https://www.jcsc.or.jp/list/offcer_list.pdf
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